
平 成 27 年 度

経 営 計 画 の 概 要

平 成 27 年 3 月



Ⅰ．経営方針の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

１．沖電グループ

（１）経営基盤の強化を目指して

（２）沖電グループブランドの確立を目指して

２．沖縄電力

（１）良質な電気の安定供給を目指して

（２）お客さまの満足度向上を目指して

（３）社会・地球環境との調和を目指して

目次

（４）現場力の発揮に向けた社員力・組織力の向上を目指して

（５）適正利益水準の確保を目指して

（６）グループ経営の強化を目指して

Ⅱ．供給計画の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０

１．電力需要の想定

２．電源開発計画

（１）最大電力需給バランス

（２）電源開発計画の概要

（３）電源構成

３．流通設備計画



（１）
良質な電気
の安定供給

（１）
良質な電気
の安定供給

（２）
お客さまの
満足度向上

（２）
お客さまの
満足度向上

（３）
社会・地球
環境との
調和

（３）
社会・地球
環境との
調和

２．沖縄電力２．沖縄電力

（４）③現場力の発揮

（４）②組織力の向上（４）②組織力の向上（４）①社員力の向上（４）①社員力の向上

電力システム改革
への対応

電力システム改革
への対応

徹底したコスト低減
と強固な収益基盤

の構築

徹底したコスト低減
と強固な収益基盤

の構築

ガス供給事業の
着実な推進
ガス供給事業の
着実な推進

特に重点的に取り組む事項特に重点的に取り組む事項

I. 経営方針の概要

平成27年度は、以下に掲げる項目について重点的に取り組んでまいります。

（５） 適正利益水準の確保（５） 適正利益水準の確保

（６） グループ経営の強化（６） グループ経営の強化

着実な推進着実な推進

１．沖電グループ１．沖電グループ

（１）経営基盤の強化を目指して（１）経営基盤の強化を目指して （２）沖電グループブランドの確立を目指して（２）沖電グループブランドの確立を目指して
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１．沖電グループ

（１）経営基盤の強化を目指して

① 財務体質の強化

経営環境がより厳しさを増す中、適正な利益を確保し、健全かつ持続的に成

長していくためには、コストの低減や収益性の向上等、財務体質の強化が不可

欠です。

コスト低減については、各事業の費用構造を再確認し、更なる削減や業務効

率化の余地がないか様々な角度から検討し、弛むことなく徹底して取り組んで

まいります。

強固な収益基盤の構築に向けて、電力需要の伸びの鈍化は、電気事業を収益

の柱とする当社グループにとって極めて重要な課題です。グループの持つネッ

トワークを最大限に活用し、需要深耕に向けてあらゆる施策を実施してまいり

ます。また、グループ外収益の拡大に向けては、それぞれの事業環境の変化に

迅速かつ適切に対応するとともに、更なる技術力・営業力の強化を図り、引き

続きグループで連携して取り組んでまいります。続きグループで連携して取り組んでまいります。

② 安全管理の徹底および品質の確保

無事故無災害に向けた取り組みは、企業が事業活動を行う上で最も基本的な

責務として、最大限の努力をもって徹底されるべきものです。

当社グループにとって「安全」は経営の根幹であり、最優先事項であること

を強く認識し、グループ・協力会社一体となって、安全文化の浸透や安全管理

の徹底に努めるとともに、一人ひとりが自らの業務を一つひとつ丁寧に完遂す

ることでお客さまへ「安心」を提供します。また、各事業における商品やサー

ビスの品質の確保に努めます。
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③ 技術力の強化・育成

当社グループが将来に亘って事業を継続・発展していくためには、事業者と

して保有すべき専門知識・技術・技能をグループ・協力会社それぞれが維持・

向上させるとともに、継承していくことが必要不可欠です。

そのため、必要な技術について、ＯＪＴの推進、メーカー等への派遣や研修、

協力会社への技術指導等により技術力の強化・育成を図ります。また、技術を

継承できる仕組みの確立に向け取り組んでまいります。

④ 人財の育成および有効活用

当社グループの持続的な成長・発展を支えるのは役職員一人ひとりであり、

「人」は貴重な「財産」です。事業環境の変化に適切に対応するためには、変

化をおそれず積極的かつ主体的に課題解決に取り組む人財が求められます。

積極的な自己研鑚と併せて、教育体系の整備やその中核となるＯＪＴの推進

および専門分野における教育の推進等の人財育成施策を展開してまいります。

また、出向による人財交流等、人財の有効活用を図ります。

⑤ グループ一体運営の強化

厳しい経営環境の中、様々な経営課題にグループ一丸となって取り組むため

には、全体最適を踏まえた一体運営の強化が必要です。

グループ間連携の下、コミュニケーションを十分図りながら、グループ方針

管理の着実な運用や継続的改善等、一体運営の強化に向けた施策の検討やグ

ループ全体での業務の効率化に取り組んでまいります。

⑥ 効率的かつ最適な組織体制の構築に向けた検討

当社グループが円滑に事業活動を推進していくためには、経営環境の変化に

適応した組織体制が必要です。

ガス供給事業の開始は、当社グループにとって総合エネルギー事業を展開す

る上での転機であり、グループで連携した事業体制のもと着実に推進します。

また、グループ各社においても、経営環境の変化に応じた組織体制について

検討を行います。
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（２）沖電グループブランドの確立を目指して

① お客さまの満足度向上

お客さまに選択していただける企業グループであるためには、常にお客さま

のニーズを把握し、そのニーズを捉えたサービスを提供することにより、お客

さまの満足度向上を図る必要があります。

各事業において、お客さまの声を敏感に感じ取り、お客さまのニーズをしっ

かりと把握するとともに、そのニーズに的確かつ迅速にお応えし、満足してい

ただけるサービスの提供と業務の改善に努めてまいります。

② 地域社会への貢献および環境行動の推進

当社グループは地域社会と密接な関わりを持っており、「地域とともに、地

域のために」をコーポレートスローガンとして、地域社会の発展とともに成長

してまいりました。

今後も、沖縄県の豊かな暮らしづくりに貢献できるよう、グループ役職員一

人ひとりが地域貢献活動に積極的に取り組んでまいります。

また、地球環境に責任ある企業グループとして「沖電グループ環境方針」に

基づき、地球温暖化対策、地域環境保全、循環型社会形成等に向けて取り組ん

でまいります。

③ 効果的な広報活動の推進

お客さま、地域社会、株主・投資家等のステークホルダーとの信頼関係を強

化していくためには、当社グループの事業活動をより理解していただくことが

重要です。

今後も、広報活動を効果的に実施し、沖電グループブランドの確立につなげ

てまいります。

④ 企業倫理の徹底等、内部統制の充実

当社グループが良き企業市民として事業活動を行い、社会の発展に貢献して

いくためには、永続的に信頼される企業グループでなければなりません。

信頼され好感を持って迎えられる企業グループを目指し、企業倫理の徹底、

リスク管理の強化、的確かつ迅速な情報開示、財務報告の信頼性の確保等、内

部統制の着実な運用を図ります。
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お客さまの暮らしや経済活動を支えていく上で必要不可欠な電気を安定的に

供給することが、電気事業者としての原点であり、当社の重要な使命です。

地域社会において最も重要なライフラインを担っていることの重要性を強く

認識し、台風時における更なる早期復旧に向けた対策に取り組んでまいります。

台風、地震、津波等の自然災害に強い設備形成や、被災時における迅速な復旧

に向けた盤石な体制を構築してまいります。

再生可能エネルギーについては、国における施策を踏まえ、今後、沖縄にお

ける導入拡大にかかる課題を明確にし、安定供給を前提として適切に対応して

まいります。

環境への配慮および経済性の同時達成を図りつつ、着実な電力設備の構築・

運用・保全に取り組んでいくことで、良質な電気の安定供給に向けて全力を尽

① 電力設備の構築・運用・保全

２．沖縄電力

（１）良質な電気の安定供給を目指して（１）良質な電気の安定供給を目指して
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くしてまいります。

燃料調達は、電気の安定供給を確保する上で必要不可欠な要素です。

引き続き燃料油および石炭、液化天然ガス（ＬＮＧ）の安定調達に細心の注

意を払い、自然災害等の不測の事態への対応を含め、あらゆる施策を検討・実

施してまいります。

将来における燃料の多様化に向けた調査・研究を継続的に実施してまいります。

② 燃料の安定調達

お客さまに選択いただける企業であるために、常に「サービスの向上」およ

び「適正な料金水準」の確保に努め、お客さまの満足度向上を図ることが必要

です。

（２）お客さまの満足度向上を目指して（２）お客さまの満足度向上を目指して



「サービスの向上」という面では、常に変化するお客さまのニーズを敏感に

感じ取り、適時・適切なサービスの提供に努めてまいります。そのために、社

員のスキルアップや意識の向上を図るとともに、お客さまの視点で業務改善に

取り組むことで、的確なコンサルティング、丁寧・迅速なアフターサービス等、

きめ細かなサービスを展開します。

「適正な料金水準」という面では、経営効率化のためにあらゆる努力を行い、

「本土並み電気料金水準」の確保に向けて、役職員全員が一丸となって取り組

んでまいります。

スマートメーターについては、お客さまサービスの向上ならびに業務効率化

等の観点から、平成28年度からの本格導入に向け着実に取り組んでまいります。

電力システム改革については、国における詳細な制度設計を踏まえ、電気事

業者として適切に対応してまいります。

（３）社会・地球環境との調和を目指して（３）社会・地球環境との調和を目指して
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当社が社会との調和を保ちつつ、良き企業市民として事業活動を行うためには、

すべてのステークホルダーに対し責任ある活動を展開していくことが肝要です。

当社はこれまで企業倫理の徹底、リスクマネジメントの推進、迅速な情報開示

等に努めてきましたが、今後もお客さま、地域社会、株主・投資家等のステーク

ホルダーとの双方向のコミュニケーションにより信頼関係を築き、透明性のある

分かりやすい経営を目指してまいります。

沖縄県を唯一の供給区域とする当社は、地域の皆さまからのご理解を得ながら

事業基盤となる供給設備を構築しているなど、他業種にもまして地域密着型の企

業であり、「地域とともに、地域のために」をコーポレートスローガンとして地

域社会への貢献に積極的に取り組んでまいりました。

今後も沖縄県の豊かな暮らしづくりに貢献できるよう、地域貢献活動を積極的

に展開してまいります。

① 信頼される沖縄電力の確立



当社は地球環境に対し責任ある企業として、環境問題を経営の最重要課題の一

つに位置づけ、「沖電グループ環境方針」に基づき、地球温暖化対策、地域環境

保全、循環型社会形成などに向けた取り組みを行っております。

特に地球温暖化対策については、地理的・地形的および需要規模の制約により

水力・原子力発電所の開発が困難であり、化石燃料に頼らざるを得ない当社に

とって難しい課題ですが、最も有力な手段である吉の浦火力発電所の着実な運用

等を通して、低炭素社会の実現に向けて取り組んでまいります。国の地球温暖化

対策に対する方針・政策等の動向についても注視し、適切に対応してまいります。

環境に関する法規制等の遵守はもとより、環境行動管理システムおよび環境マ

ネジメントシステム（ＩＳＯ14001）の着実な運用を図り、環境負荷低減に向け

た施策を積極的に展開してまいります。

② 地球環境への配慮
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企業が持続的に成長・発展していく上で、その源泉となるのは社員一人ひとりの

力です。人財育成に関する明確なビジョンの下、長期的視野に立って、専門性を確

立し、個の力（能力・スキル）を向上させていく必要があります。

「社員力」の向上にあたっては、社員一人ひとりが総力戦のベースであることを

改めて認識し、主体的に考え、行動することが求められます。そのためには、仕事

に対する気概を持ち、知識、技術・技能を貪欲なまでに探求・習得することが不可

欠です。

社員が安心して会社の発展に尽くすためには、より一層従業員の安全と心身の健

康を確保するとともに、仕事と生活の調和を図り、緊張感を保ちつつも意欲と夢と

高い目標を持って働くことができる職場環境づくりを推進することが肝要です。

① 社員力の向上

（（４）４）現場力の発揮に向けた現場力の発揮に向けた社員力・組織力の向上を目指して社員力・組織力の向上を目指して



② 組織力の向上

平成28年の小売全面自由化以降、事業環境が大きく変化していくことが見込まれ

る中、持続的な成長・発展に向けて様々な課題を解決していくためには、現状に満

足することなく、自律的かつ部門横断的な業務運営を行うとともに、「社員力」を

育み、目標達成に向け総力戦で取り組む企業風土を醸成するよう体制を整備してい

く必要があります。

それらを実現するため、効率的な業務運営を目指した組織体制の検討を行います。

「安全」は経営の根幹であり最優先事項であることを強く認識し、安全文化の浸

透や安全管理の徹底に努めるとともに、継続的改善の基礎となる業務の標準化、知

見の蓄積・共有、コミュニケーションの円滑化をサポートする情報システムの整備、

新技術の研究、経営管理の充実など、「組織力」の向上を図ります。

お客さまのニーズが多様化・複雑化し これまで以上に迅速かつ的確な対応が

③ 現場力の発揮
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お客さまのニーズが多様化・複雑化し、これまで以上に迅速かつ的確な対応が

求められている中、良質で安定的な電気を適時・適切なサービスおよび適正な価

格で供給し、お客さま価値を最大化していくための力、「現場力」が極めて重要

です。

「現場力」は、「社員力（個人のスキル等）」や「組織力（適切な組織体制・

人事ローテーション、仕事の仕組み等）」、効率的な設備形成等、様々な要素が

合理的・複合的に組み合わされて発揮されるものです。また、社員一人ひとりが

日々の業務の中で、当たり前のことを決して疎かにせず、徹底的にやり遂げるこ

とはもとより、部門間連携の下、社内コミュニケーションを十分図りながら、業

務に取り組むことが重要です。

全部門の社員が「自らの仕事は現場を通してお客さま価値につながっている」

との意識を共有し、最前線の現場で問題に的確に対処できる「現場力」が、最大

限発揮されるために、何を行うべきかを考え、行動することにより、継続的に

「現場力」の更なる向上を図ってまいります。



当社が安定供給の確保などの基本的使命を果たしていくためには、適正な利益

を確保し、健全かつ持続的な成長を図っていく必要があります。

収支については、電力需要の伸びが鈍化していることや燃料費および減価償却

費が依然高い水準で推移することから、平成27年度以降、より一層厳しい状況と

なる見通しです。徹底したコスト低減と更なる需要深耕により、収支改善の道筋

をつけ、将来の成長につなげなければなりません。

費用面においては、今後も聖域を設けることなく更なる徹底したコスト低減・

業務効率化を推進してまいります。収益面においては、人口の伸びの鈍化や省エ

ネ意識の高まり、省エネ技術の進展等により、電力需要の伸びが鈍化しているこ

とから、戦略的に営業活動を強化していくことはもとより、新規需要・潜在需要

を社員一人ひとりが掘り起こし、強固な収益基盤を構築してまいります。また、

ガス供給事業についても新たな収益源として着実に推進してまいります。

（５）適正利益水準の確保を目指して（５）適正利益水準の確保を目指して
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当社グループを取り巻く経営環境は、電気事業の厳しい収支、建設業やＩＴ関

連事業における受注獲得に向けた競争激化など、極めて厳しい状況にあります。

このような中、平成27年度におけるガス供給事業の開始は、当社グループのコ

ア事業である総合エネルギー事業を展開する上での転機となります。これまで関

わりの薄かった産業・業務用の熱需要分野へ裾野を広げ、お客さまの利用形態に

適したエネルギーを提供するなど、事業の着実な推進に向けて関係部署・グルー

プ会社の連携体制を構築してまいります。

全体最適を踏まえたグループ経営の強化に向けた施策を、引き続き検討し推進

してまいります。

（６）グループ経営の強化を目指して（６）グループ経営の強化を目指して



Ⅱ．供給計画の概要

１．電力需要の想定

平成27年度の電力需要は、民生用においては、電灯や業務用電力における新

規お客さまによる需要の増加が見込まれることから、前年度を上回る見通しで

す。また、産業用においては、大型工事に伴う窯業（セメント業）や鉄鋼業に

おける需要増が見込まれることから、前年度を上回る見通しです。

その結果、平成27年度の販売電力量は76億4千2百万kWh、対前年伸び率0.8％

(気温うるう補正後1.2％)、最大電力は142万7千kW、対前年伸び率2.2％（気温

補正後1.3％）と想定しました。

長期的な電力需要は、民生用では、人口の増加等を背景とした電灯口数の増

加や観光客数の増加等を背景とした業務用電力の増加が見込まれます。産業用

でも、人口の増加等に伴う生活関連需要（食料品製造業や水道業）の増加によ

る需要増が見込まれます。

その結果、平成36年度の販売電力量は81億3千1百万kWh、最大電力は150万3千

kW、平成25年度から平成36年度に至る年平均伸び率は、販売電力量0.7％（気温

補正後0.8％）、最大電力0.4％（気温補正後0.7％）と想定しました。

需 要 想 定
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（単位：百万ｋWh，千ｋW，％）

年　度 25 26 31 36 25～36

項　目 （実績） （推実） 年平均伸び率

(7,467) (7,529) (7,621) (1.2) (0.5) (0.8)

販売電力量 7,556 7,583 7,642 0.8 7,661 0.2 7,811 8,131 0.7 

(1,385) (1,409) (1.3) (0.7)

最大電力［送電端］ 1,432 1,396 1,427 2.2 1,432 0.4 1,453 1,503 0.4 

(64.1) (63.6)

年負荷率 62.8 64.6 63.7 63.8 64.1 64.5 －

注１：（   ）は気温うるう補正後。

注２：27、28年度の想定値について、右列の数値は対前年伸び率。

27 28



-11-

２．電源開発計画 

（１）最大電力需給バランス 

平成 28 年度までの最大電力需給バランスは下表のとおりであり、平成 29 年度

以降は太陽光発電設備の接続量が見通せないため、未定としております。 

最大電力需給バランス（8月） 

注：平成26年度は、最大3日平均電力の最大月である7月実績を記載。 

（２）電源開発計画の概要 

長期的な電力の安定供給確保を前提に、環境への配慮や経済性の同時達成を図

りつつ、着実な電力設備の構築に取り組んでまいります。 

その結果、平成27年度から平成36年度までの10年間で内燃力 3万 7千 kW の電源

開発を計画しております。 

新エネルギー発電設備については、ＣＯ2排出量削減の観点から多良間可倒式風

力発電設備の導入を計画しております。 

主要電源開発計画 

種別 名  称 
出力 

(kW)
使用開始 

内燃力 (石油) 石垣第二発電所6号 18,000 平成27年 5月 

新エネ (風力) 多良間可倒式風力発電設備1号 245 平成27年11月 

注：本島は平成27年度以降10年以内、離島は5年以内に使用を開始する予定で、かつ出力が1万 kW

以上の火力、および新エネの計画を記載。 

（単位：千kＷ、％）

年 度

供 給 力

最 大 電 力

供 給 予 備 力

供 給 予 備 率

788

【実績】

平成26年度

2,149

1,427

平成28年度平成27年度

722

需
給
バ
ラ
ン
ス 50.6

784

56.2 55.0

1,396

2,180 2,220

1,432
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（３）電源構成 

電源の年度末設備および発電電力量は、下図のような構成比になります。 

年度末設備構成比

注 1：他社分を含む。 

注 2：四捨五入の関係で合計値が合わないことがある。 

発電電力量構成比 

注 1：他社分を含む。 

注 2：四捨五入の関係で合計値が合わないことがある。 

42% 42%

33% 34%

21% 21%

4% 2%

0

20

40

60

80

100

26 27 （年度）

（％）

【推定実績】

（ＬＮＧ）

54 万kW

85 万kW

（石油）

256 万kW 253 万kW

12

（再エネ）

万kW

（石炭）

106 万kW

6

（再エネ）

万kW

（ＬＮＧ）

54 万kW

86 万kW

（石油）

（石炭）

106 万kW

65% 60%

13%
13%

18% 21%

4% 5%

0

20

40

60

80

100

26 27 （年度）

（％）

【推定実績】

8,756 百万kWh百万kWh8,678

百万kWh1,581

（ＬＮＧ）

332

（再エネ）

百万kWh

1,128

（石油）

百万kWh

5,637 百万kWh

（石炭）

410

（再エネ）

百万kWh

1,878 百万kWh

（ＬＮＧ）

1,173 百万kWh

（石油）

5,295 百万kWh

（石炭）
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３．流通設備計画

流通設備計画については、電源開発計画、地域の需要動向および供給信頼度を考慮

しつつ、効率的な設備形成を図り電力の安定供給を確保してまいります。 

主要送電線路の整備計画 

名  称 区間または所在地 
電圧 

(kV) 

亘長 

(km) 
使用開始 

西那覇友寄幹線 
西那覇変電所 ～ 

 友寄変電所
132 10 平成29年10月

注：使用電圧が 132kV 以上で、工事中、もしくは平成 27 年度以降 10年以内に使用を開始する予定の計画

を記載。 

主要変電所の整備計画 

名  称 所 在 地 
電圧 

(kV) 
台数 

増加出力 

(MVA) 
使用開始 

友寄変電所 八重瀬町 132/66 2 150 
平成32年 6月

平成35年10月

注：使用電圧が 132kV 以上で、工事中、もしくは平成 27 年度以降 10年以内に使用を開始する予定の計画

を記載。 
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（参考）設 備 投 資 額

以上の諸計画を進めるにあたっては、設計・契約・施工の各段階においてコスト低

減策の徹底を図り、更なる効率化に向け取り組んでまいります。 

その結果、平成 27 年度の設備投資額は 248 億円となる見込みです。 

注：四捨五入の関係で合計値が合わないことがある。 

(単位：億円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度

【推定実績】

１１４ ３７ ４６

送 電 ５０ ９６ ８１

変 電 ４０ ３６ ３１

配 電 ５８ ６２ ８０

小 計 １４８ １９４ １９１

１３ １７ ４

２７５ ２４８ ２４２合 計

流

通

そ の 他

電 源

年 度 

 設 備 別
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